
BAU（Business As Usual）ケースとは、今後追加的な対策を見込まないまま推移した将来状態を示す。本検討での
BAUケースとは、目標年度での部門別に設定した活動量の変化と電力排出係数の低減のみを反映させており、活動
量ごとのエネルギー消費原単位や電力以外のエネルギー種別排出係数は変化しないものとして設定している。

BAU ケース

用 語 意 味

日常生活においてマイカーを中心としている移動手段を見直し、CO2排出量の削減を目指す取組のこと。
トラック等の自動車で行われている貨物輸送を環境負荷の小さい鉄道や船舶の利用へと転換するモーダルシフトや、環
境負荷の軽減に配慮した自動車を使用するエコドライブ等がある。

スマートムーブ

「食料の輸送量（t）」と「輸送距離（km）」をかけあわせた指標のこと。「食料の輸入が地球環境に与える負荷」を数値化
して、把握できる。食料の輸送で消費されるエネルギーや排出される温室効果ガスを減らすために、なるべく地産地消
を進め、フードマイレージを削減することが重要である。

フードマイレージ

Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略語。先進的な建築設計によるエネルギー負荷の抑制や
パッシブ技術の採用による自然エネルギーの積極的な活用、高効率な設備システムの導入等により、室内環境の質を維
持しつつ大幅な省エネルギー化を実現した上で、再エネを導入することにより、エネルギー自立度を極力高め、年間の一
次エネルギー消費量の収支をゼロとすることを目指した建築物のこと。

ZEB

Asia-Pacific Integrated Model（アジア太平洋統合評価モデル）。社会や経済活動に伴う温室効果ガスの排出量を予測
し、その蓄積や気温上昇などの環境変化、気候変動の影響を分析するコンピュータシミュレーションモデル。炭素税、技術
助成、消費行動の変化などの政策評価に採用されている。

AIM

Net Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の略語。家庭で使用するエネルギーと、太陽光発電など
で創るエネルギーをバランスして、1年間で消費するエネルギーの量を実質的にゼロ以下にする家のこと。ZEH

Life Cycle Carbon Minus（ライフ・サイクル・カーボン・マイナス）住宅の略語。建設時、運用時、廃棄時において出来るだ
けCO2削減に取り組み、さらに太陽光発電などを利用した再エネの創出により、住宅建設時の排出量も含めライフサイクル
を通じてのCO2の収支をマイナスにする住宅のこと。

LCCM 住宅

Power Purchase Agreement（電気購入契約）の略語。需要家がもつ敷地や屋根に、太陽光発電事業者が無償で設
備を設置し、電気を供給する仕組み。需要家は電気を有償で利用するが、設置や維持管理にかかる費用なしに再エネ
の導入が可能。

PPA

限られたコミュニティの中で、太陽光発電やバイオマス発電などの再生可能エネルギーで電気をつくり、蓄電池など
で電力量をコントロールすることで、当該コミュニティ内の電力供給を賄うことができる＝エネルギーの地産地消が
できるシステムのこと。

地域マイクログリッド

Energy Management System（エネルギー・マネジメント・システム）の略語。電気、ガス、熱などのエネルギーの見える化や
設備の最適運用などを実現するシステムのこと。ICT（情報通信技術）を用いてエネルギー使用状況を適切に把握・管理し、
省エネルギー及び負荷平準化等によりエネルギーの合理的使用につなげる。

EMS

需要家に必要な電力を賄える小さな発電設備を分散配置し、系統電力と効率的に組み合わせたもの。平常時の効率的な
エネルギー利用だけでなく、災害や事故などにより系統電力が使用できない停電時においても、分散型電源により安定的
に電力を利用することができる。

自立分散型
エネルギーシステム

用語の説明
用語と意味を見てみよう!

第3次飯塚市
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①策定の背景　

2023（令和5）年12月に行われた「第28回気候変動枠組条約締約国会議（COP28）」では、再生可能エネルギー（以下「再エ
ネ」という。）について、「2030年までに発電容量を世界全体で3倍にする」という目標が掲げられました。また、翌年5月に閣
議決定された第6次環境基本計画においては、「再生可能エネルギーの導入の拡大は、環境・経済・社会の統合的向上にお
ける最重要課題の一つである」とされ、再エネ導入の必要性・重要性が高まっています。本市においても、脱炭素社会の実現
に向けた施策方針の一つとして、「省エネ活動・再生可能エネルギー導入の促進」を掲げていますが、効率的・計画的に推進
していくため、具体的な数値目標及び施策等を定めた「飯塚市再生可能エネルギー導入目標」を策定しました。

①基礎情報の収集
CO2排出量については、地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の基礎データ及び環境省作成の補助資料「自治体排出量
カルテ」にて整理収集しました。また、地域課題等の整理を目的とし、最新の国勢調査、住宅土地統計調査及び市の統計
データを用いて、環境・経済・社会的側面の情報収集を行いました。

市民、事業者ともにLED照明の導入については進んでいます。その他の再エネ設備の導入等について、「今後導入したい」と
回答した市民及び事業者への積極的な情報提供・サポートや、「今はわからない」「導入予定はない」と回答した人への普及
啓発による意識改革を行っていく必要があります。

②市域内の再エネ導入や温室効果ガス削減の取組に関する調査
再エネに関する意識や導入状況等を把握し、今後の施策を検討する際に用いるため、下記のとおり市民と事業者を対象と
したアンケート調査を実施しました。

②策定の考え方
地域特性を考慮した実効性の高い目標となるよう、以下のⅠ～Ⅴのステップに分けて、基礎情報の整理、分析及び施策の検
討を行いました。

I.再エネ導入・温室効果ガス削減のための取組に関する基礎情報の収集と現状分析

II.将来の温室効果ガス排出量に関する推計

III.追加対策案による脱炭素シナリオの検討

IV.再エネ導入ポテンシャル調査

V.脱炭素シナリオの実現に必要な施策に関する構想

・基礎情報の収集

・市域内の再エネ導入や温室効果ガス削減の取組に関する調査

・市域内の電力需要量の推計

・BAUケースの温室効果ガス排出量の推計

・目標年度において、温室効果ガス排出量削減目標を達成したケースの排出量推計

・脱炭素シナリオの検討

・脱炭素化の実現に必要な更なる取組の検討

・導入目標設定に向けた情報収集等（再エネ賦存量、設備導入効果の検討）

・導入目標の設定

・2030年度までの削減目標の確認

・脱炭素シナリオの実現に向けた施策の策定

I.再エネ導入・温室効果ガス削減のための取組に関する基礎情報の収集と現状分析

市民 回答：22.3％（668/3,000人）
・環境保全に関する取組や考え方について
・脱炭素社会や再エネに関することについて
・飯塚市の環境政策について

事業所 回答：16.1％（161/1,000社）
・脱炭素に関する取組について
・環境やSDGsに関する取組について
・飯塚市の環境政策について

アンケート結果を一部抜粋し、家庭・事業所における省エネ・再エネ設備の導入状況を以下に示します。

省エネ住宅への改修

太陽光発電設備

太陽熱利用設備

高効率給湯器

LED照明

EV（電気）自動車・
ハイブリット自動車

■既に導入している　■今後導入したい　■今はわからない　■導入予定はない　■該当しない（借屋などで）　■未回答n＝668

太陽光発電設備

太陽熱利用設備

燃料電池設備

蓄電池

省エネ設備・
高効率機器

LED照明

EV（電気）自動車・
ハイブリット自動車

建物の断熱化

その他

11.2% 25.5% 6.2%8.1% 49.0%

36.6%
0.6% 3.1%

52.2% 7.5%

37.9%
1.3% 3.1%

50.9% 6.8%

31.1%
1.2%

8.1% 51.5% 8.1%

59.6% 21.7% 12.5%
3.7% 2.5%

6.2% 25.5% 5.6%18.0% 44.7%

13.0% 17.4%10.6% 52.8% 6.2%

94.4%
3.7% 1.9%

15.5% 18.0%13.7% 46.0% 6.8%

■取組済　■検討中　■関心はあるが取り組む予定はない　■関心なし　■未回答n＝161

◎図表Ⅰ-1／家庭における省エネ設備や再エネ設備の導入（市民対象）

◎図表Ⅰ-2／事業所における省エネ設備や再エネ設備の導入（事業所対象）
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

26.5% 9.7% 18.1% 25.0%
2.4%

18.3%

18.0% 6.9% 15.7% 30.5% 27.4%
1.5%

8.8% 7.3% 20.1% 34.7% 27.6%
1.5%

37.0% 6.3% 17.2% 14.7% 22.9%
1.9%

23.5% 17.2% 25.9% 19.2% 12.4%
1.8%

69.8% 12.4% 5.5%
3.0%

8.1%
1.2%

導入目標策定の概要
Part❶
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①BAU ケースの温室効果ガス排出量の推計
各部門・分野における活動量の推移及び電力排出係数の低減によるCO2排出量の削減見込量を反映し、2030年度までの
BAU ケースの算定を行いました。CO2排出量の経年推移を図表Ⅱ-3に、温室効果ガス排出量削減目標を達成したケースに
おけるCO2排出量の経年推移を図表Ⅱ-4に示します。
BAU ケースでは、2030年度におけるCO2排出量は835.5千t-CO2で、2013年度比28.8％削減に留まり、2030年度目標値

（2013年度比46.6%削減）は達成できない見込みとなりました。そのため、削減目標達成には、今後、追加的な対策の実行
が必要になります。

■産業部門　■業務・その他部門　■家庭部門　■運輸部門　■一般廃棄物部門

「地方公共団体実行計画(区域施策編)策定・実施マニュアル算定手法編（環境省）」の考え方に基づき、将来の温室効果ガス
排出量の推計を行いました。温室効果ガス排出量の対象範囲は下図のとおりです。

◎図表Ⅱ-1／区域施策編で把握すべき区域の温室効果ガス排出量と対策・施策の関係

産業部門 業務その他部門

エネルギー
転換部門

（自家消費等のみ※1）

家庭部門

運輸部門※2

処理

処理

登録地

発生

処理発生

エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
C
O
2

※1 エネルギー転換部門における自家消費等

　   以外の排出量（販売用の発電や熱生成に

　   伴う排出）は、「区域の温室効果ガス排出

　   量の算定」の対象には含めない。

※2 運輸部門は移動排出源であるため、地理

　   的な行政区域内の排出量を定義すること

　   が困難である。このため、台数や入港船舶

　   総トン数等の按分により、「区域の温室効

　   果ガス排出量」と見なす。

※3 一般廃棄物においては、処理場所が域内

　   外関わらず、域内発生を対象とする。

※4 他区域走行分の排出量も車検証住所に

　   集計する。

環境省「地方公共団体実行計画(区域施策編)策定・実施マニュアル本編」より抜粋

環境省「地方公共団体実行計画(区域施策編)策定・実施マニュアル本編」より抜粋　　※ 温室効果ガス排出量全体に占める割合

◎図表Ⅱ-3／BAU ケース排出量の経年推移

◎図表Ⅱ-4／削減目標達成ケース排出量の経年推移
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◎図表Ⅱ-2／部門・分野一覧

ガス
種 部門・分野 説明 備考

産業部門

製造業

建設業・鉱業

農林水産業

製造業における工場・事業場のエネルギー消費に伴う排出

建設業・鉱業における工場・事業場のエネルギー消費に伴う排出

農林水産業における工場・事業場のエネルギー消費に伴う排出

家庭におけるエネルギー消費に伴う排出

自動車（貨物）におけるエネルギー消費に伴う排出

自動車（旅客）におけるエネルギー消費に伴う排出

鉄道におけるエネルギー消費に伴う排出

船舶におけるエネルギー消費に伴う排出

航空機におけるエネルギー消費に伴う排出

業務その他部門

家庭部門

運輸部門

エネルギー転換部門

自動車（貨物）

自動車（旅客）

鉄道

船舶

航空

事務所・ビル、商業・サービス業施設のほか、他のいずれの
部門にも帰属しないエネルギー消費に伴う排出

発電所や熱供給事業所、石油製品製造業等における自家消
費分及び送配電ロス等に伴う排出

発電所の発電や熱供給事業所の
熱生成のための燃料消費に伴う
排出は含みません

自家用自動車からの排出は、運輸
部門（自動車（旅客））で計上します

エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
C
O
2

2013年度
排出量

2018年度
排出量

1,173
千tCO2

97.8%
※

841.1
千tCO2

97.2%
※

区域施策編で把握すべき排出量

地理的な行政区域

エネルギー起源CO2以外※3

運輸部門（自動車）の道路交通センサス
自動車起終点（OD）に基づく登録地集計 ※4
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◎図表Ⅲ-1／2030年度目標値とBAU推計による排出量見込の比較

図表Ⅲ-2に示すとおり、この追加対策案による各部門のCO2削減量は、合計で149.1千t-CO2と推計されています。BAUケー
スで試算した削減量（5.7千t-CO2）と合わせても154.8千t-CO2であり、2018年度から2030年度にかけての削減目標量

（214.2千t-CO2）の72％に留まります。2030年度排出目標の達成のためには、残りの削減量（59.4千t-CO2）について、省エ
ネだけでなく再エネを含めた導入展開の方向性を検討する必要があります。

①脱炭素シナリオの検討
追加対策案による削減量の試算を行いました。BAU シナリオにおける排出量の将来推計で不足する削減量を補うための追
加対策案と、その見込削減量を図表Ⅲ-2に示します。なお、対策案は地球温暖化対策実行計画（区域施策編）における基本
目標Ⅲ「循環型社会・脱炭素社会を実現する」の施策方針を踏まえて設定しています。

②脱炭素化の実現に必要な更なる取組の検討
削減不足量を補完し、2050年度までの脱炭素を実現するための取組の方向性を示します。

◎図表Ⅲ-2／基本目標Ⅲを踏まえた追加対策案による削減量の試算

2013年度
排出量

2018年度
排出量

2030年度
排出目標

削減目標量
（　-　）

BAU 推計による2030年度見込

排出見込 削減見込
追加対策による

必要削減量（　-　）

産業

業務その他

家庭

運輸

廃棄物

合計

428.4

262.6

202.8

262.4

16.9

1,173.0

325.7

153.7

103.0

242.7

16.1

841.1

249.5

118.0

75.6

167.7

16.1

626.9

76.2

35.7

27.4

75.0

0.0

214.2

371.3

124.6

97.0

230.0

12.6

835.4

▲45.6

29.1

6.0

12.7

3.5

5.7

121.8

6.6

21.4

62.3

－

212.1

70%

施策方針 取組の方向性 対策案 対象の部門 削減量

①4R（リフューズ、リデュー
　ス、リユース、リサイクル）
　の推進

②省エネ活動、再生可能
　エネルギー導入の促進

ごみ発生の抑制
(a)ごみの減量化 廃棄物部門 1.1
(b)食品ロスの削減 廃棄物部門 0.9

再利用・再資源化の促進 (c)プラスチック類の再生利用率の向上 廃棄物部門 1.7

国民運動「COOL CHOICE」の推進
(d)家庭における省エネ行動の促進 家庭部門 29.8
(e)スマートムーブ（ﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄ・ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ） 運輸部門 20.5

(f)ゼロカーボン・ドライブ（EV） 運輸部門 14.3

(g)再エネ設備（太陽光発電）の導入促進
家庭部門

業務部門
30.5

家庭や事業所、学校などへの省エネ・
再エネ設備の導入促進

地球温暖化対策実行計画（事務事業編）
に基づく対策の推進

地産地消の推進 (h)フードマイレージの削減 運輸部門 3.6

(i)地球温暖化対策実行計画（事務事業編）
　 の実行

業務部門 9.7

（参考）
ZEBの普及 業務系建物のZEB化 業務部門 7.7

エネルギー効率の向上 産業部門 29.3AIM試算
削減量合計（千t-CO2） 149.1

2018年度から2030年度までの削減目標量に対する割合

◎図表Ⅲ-3／基本目標Ⅲを踏まえた追加対策案による各部門の削減量

◎図表Ⅲ-4／脱炭素シナリオの展開方向と重点取組の概要

追加対策を行ってもなお、産業・運輸部門において削減量が足りていない状況です。対応が難しいとされている部分ではあ
りますが、生産プロセスの合理化や、電気自動車の普及といった施策により削減を進めていく必要があります。また、削減量
の見込みが大きい他部門で補っていくことも必要です。

2030年度
排出目標

削減見込量

BAU 推計 追加対策 削減量計

削減後
排出見込量 削減不足量

産業

業務その他

家庭

運輸

廃棄物

合計

249.5

118.0

75.6

167.7

16.1

626.9

▲45.6

29.1

6.0

12.7

3.5

5.7

29.3

17.4

60.3

38.4

3.7

149.1

▲16.3

46.5

66.3

51.1

7.2

154.8

342.0

107.2

36.7

191.6

8.9

686.3

92.5

▲10.8

▲38.9

23.9

▲7.2

59.4

（千t-CO2） 

脱炭素シナリオの展開方向と重点取組の概要分野

産業部門

運輸部門

家庭部門

業務部門

森林保全

生産プロセスの合理化による省エネ化、エネルギー利用転換の促進

太陽光発電導入、エネルギーマネジメント導入の促進

工業団地等への企業誘致の際の環境配慮要件の検討

省エネ・再エネ設備導入等に係る積極的な情報提供

低公害車導入の推進

EVステーションの整備普及

EV蓄電池の充電管理によるDR活用

バス・タクシー会社との連携による交通の利便性の見直し

宅配ボックス等の設置促進による物流効率の改善

住宅の太陽光発電・蓄電池導入の促進

再エネ電気への転換促進

住宅の断熱改修・ZEHやLCCM住宅への転換の促進

省エネ行動の更なる促進

省エネ家電製品への買替促進

太陽光発電、蓄電池導入の推進

公用車のEV車の率先的導入、EVステーション整備(急速充電器導入)の推進

PPA形式による太陽光発電導入の推進検討

地域マイクログリッド整備による地域のレジリエンス強化及びエネルギーマネジメント拡充の推進

人工林の間伐等の適切な森林施業の推進（森林によるCO2吸収促進）

市有林を利用したJ-クレジットの活用

（千t-CO2）◯a ◯b ◯c ◯d ◯e

◯e

◯f ◯g

Part①・②の調査・推計結果を基に、地域課題と課題解決のためのアプローチの検討を行いました。
CO2排出量の削減状況を部門別にみると、図表Ⅲ-1のⓖ列に示すとおり、どの部門においても現状のままでは目標に到達で
きない見込みとなっています。特に、産業・運輸部門においては、2030年度目標値ⓒとBAU 推計値ⓔが大きく乖離しており、
部門ごとに特徴を踏まえた抜本的な追加対策が必要です。

◯c◯b ◯c

追加対策案による
脱炭素シナリオの検討

Part❸
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①導入目標設定に向けた情報収集等（再エネ賦存量、設備導入効果の検討）
Part①から③の結果を踏まえ、環境省が開設している「再生可能エネルギー情報提供サービス（Renewable Energy 
Potential System ; REPOS）」を活用し、本市における再エネの導入ポテンシャル調査を行いました。

◎図表Ⅳ-1／導入ポテンシャルの定義

環境省 地球温暖化対策課「我が国の再生可能エネルギー導入ポテンシャル 概要資料導入編 Ver.1.0」より抜粋

環境省 再生可能エネルギー情報提供システム[REPOS(リーポス)]「自治体再エネ情報カルテ 福岡県飯塚市」より抜粋

◎図表Ⅳ-2／再エネ導入ポテンシャルに関する情報

図表Ⅳ-2に示すとおり、本市における導入活用のポテンシャルが最も高い再エネは太陽光発電であり、再エネ導入ポテン
シャル全体の96.9％を占めています。太陽光発電の積極的な導入によるCO2排出量削減が期待されます。

賦存量

（例）
・風速5.5m/s未満の風力エネルギー など

全自然
エネルギー

現在の技術水準で
利用困難なもの

法令、土地用途などに
よる制約があるもの

導入ポテンシャル
<賦存量の内数>

事業性が
よくないもの

事業性を考慮した
導入ポテンシャル

<導入ポテンシャルの内数>

(例)
・国立公園 
・土地の傾斜
・居住地からの距離 など

設置可能面積、平均風速、河川
流量等から理論的に算出する
ことができるエネルギー資源量

エネルギーの採取・利用に関す
る種々の制約要因による設置
の可否を考慮したエネルギー
資源量

(例)
・基幹送電線から遠く送電線
  敷設コストが高いエリア
・道路から遠く工事コストが高い
  エリア など

中区分大区分
建物系

太陽光 土地系

風力 陸上風力
河川部

中小水力 農業用水路
合計

合計

合計地熱

再生可能エネルギー(電気)合計

太陽熱
地中熱

再生可能エネルギー(熱)合計
発生量(森林由来分)

木質バイオマス 発熱量(発生量ベース)

賦存量
-
-
-

-
-
-

260.700
0.335
0.000
0.335
0.000

261.035
528,175.681

100.164
672,570.825

導入ポテンシャル 単位
555.027
449.721

1,004.748
31.500

0.335
0.000
0.335
0.000

1,036.583
1,321,580.907
1,232,614.979
6,107,804.527
7,340,419.506

MW
MW
MW
MW
MW
MW
MW
MW
MW

MWh/年
GJ/年
GJ/年
GJ/年

千㎥/年
GJ/年

◎図表Ⅳ-3／再エネ（太陽光発電）の発電容量見込み（推計値）

②導入目標の設定
自治体排出量カルテにある再エネ（太陽光発電）の発電容量と発電電力量のこれまでの推移を基に、2030年度の状況の推
計を行いました。
2030年度の発電容量見込は10kW未満（主に家庭用）が30,115kW、10kW以上（主に事業用）が315,457kW、合計で
345,572kWとなります。これは再エネ導入ポテンシャル（太陽光）の34%にあたります。

この発電電力量による2030年度のCO2削減量見込は、2018年度比で102.5千t-CO2となり、2018年度から2030年度まで
の削減目標量214.2千t-CO2の約48%に相当する量となります。Part③で算出した削減推計値154.8千t-CO2と合わせると、
十分に目標を達成できる見込みとなっています。

しかし、これらの推計値はFIT制度の改定や社会情勢の変化などにより、大きく変容する可能性があります。太陽光発電導
入のみによる対策だけではなく、Part③に示す取組と組み合わせた対策が必要になります。

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

2014 2015

72,498

14,543 16,15117,440 18,805 19,862 21,47322,684 24,088
107,405

136,177

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2030
0

146,208
154,504

212,693238,818

417,363

36,141

160,478

ポテンシャル 1,258,262 MWhの36%

ポテンシャル 1,004,748 kWの34%

2030年度ー2018年度：102.5 千t-CO2

※2030年度九州電力排出係数：0.37kg-CO2/kWh

年度

発電電力量［MWh］
　◎図表Ⅳ-4／再エネ（太陽光発電）の発電電力量見込み（推計値）

◎図表Ⅳ-5／再エネ（太陽光発電）の必要導入量

400,000

300,000

200,000

100,000

0

発電容量［kW］

315,457

54,808

12,118 13,458 14,532 15,669 16,550 17,892 18,90220,071

81,198102,949110,532
116,804

160,795121,321
180,546

30,115

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

2018年度
実績値（①）

2030年度
推計値

目標値達成のための
必要導入量
（②-①）

発電容量(kW)

発電電力量(MWh)

133,354（13％）

174,366（14％）

-

345,572（34％）

453,504（36％）

102.5

2030年度
目標値（②）

256,337（26％）

336,130（27％）

59.4

122,983

161,764

-

※括弧書きは太陽光発電導入ポテンシャルに対する割合

環境省「地方公共団体実行計画策定・実施支援サイト：自治体排出量カルテ」より抜粋

2030 年度

また、発電電力量見込は10kW未満が36,141MWh、10kW以上（主に事業用）が417,363MWh、合計で453,504MWhと
なります。これは再エネ導入ポテンシャル（太陽光）の36%にあたります。

太陽光発電（10kW未満） 太陽光発電（10kW以上）

太陽光発電（10kW未満） 太陽光発電（10kW以上）

再エネ導入ポテンシャル調査
Part❹

2018年度からの
CO2削減量(千t-CO2)
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①2030年度までの削減目標の確認
2018年度のCO2排出量は、基準年度（2013年度）から28.3%削減されている状況であり、2030年度目標の46.6%削減までに
は、更に18.3%（214.2千t-CO2）を削減する必要があります。
電力排出係数の低減を見込んだBAUシナリオの試算では、2018年度から2030年度において5.7千t-CO2削減に留まってお
り、追加対策によるさらなる削減が必要ですが、想定した追加対策案では149.1千t-CO2削減までしか見込めず、合わせて
154.8千t-CO2の削減見込みとなっています。目標達成には残り59.4千t-CO2の削減が必要です。この部分については、Part④
にてポテンシャルが確認された太陽光発電の導入、及びその他追加的な取組によって対応していくことが効果的です。

②脱炭素シナリオの実現に向けた施策の策定
「地方公共団体における長期の脱炭素シナリオ作成方法とその実現方策に係る参考資料Ver1.0（環境省）」に示されている
ゼロカーボンシティの実現に関連する施策例及び他市町村等における事例を参考に、本市の状況を踏まえた施策案の検
討を行いました。

以上のような施策の検討を行い、本計画にて設定した再エネの導入目標の達成に向けて取り組んでいきます。また、生み出
された再エネが、飯塚市内で効果的に利用されるような仕組みも検討していく必要があります。
本計画に沿って省エネ・再エネを効率的・計画的に推進し、脱炭素社会の実現に向け取り組んでいきます。

◎図表Ⅴ-1／2030年度までの削減目標の確認①

飯塚市におけるCO2排出量推計は以下のとおりになります。
◎図表Ⅴ-2／2030年度までの削減目標の確認②

基準
1,173

2018年度
841

2018年度からの削減量
（千t-CO2）

▲155
▲6

1,400

1,200

1,000

800

600

400

200

2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035
（年度）

0

▲214

835（BAU）

686（追加対策）
627（目標）

基準年度からの
削減率

▲28.3％
▲28.8％

▲41.5％
▲46.6％

排出量 排出量 排出量2018-2030年度の削減量

2018年度 BAU 推計 追加対策 再エネ導入等
削減後

（見込）
2030年度
（目標値）

841.1 5.7 149.1 59.4 626.9 626.9

◎図表Ⅴ-3／脱炭素シナリオの実現に向けた施策の策定

中小規模事業者を対象とした省エネ診断や高効率設備導入のための普及啓発に取り組む。

環境配慮行動や意識改革のための情報提供などの普及啓発に取り組む。

エネルギー需要
（産業）

部門・分類 検討すべき施策案 削減目標量

エネルギー需要
（業務）

省エネ建築物に係る普及啓発を行うとともに、ZEH・ZEB の推進を目的とした補助事業に取り組む。
また、公共施設のZEB 化を推進する。

EMS、高効率設備導入のための普及啓発や導入費用の補助事業に取り組む。

住民・事業者の行動変容につながるよう、温室効果ガス削減に対する理解の促進、国民運動「デコ
活」の推進、学校における環境教育・学習の推進に取り組む。

住民・事業者の行動変容につながるよう、温室効果ガス削減に対する理解の促進、国民運動「デコ
活」の推進、学校における環境教育・学習の推進に取り組む。

公用車の電化への順次転換を進めるとともに、次世代自動車、EV の普及啓発・導入支援のための
インフラ整備に取り組む。

浄水場、下水処理場の環境負荷低減を目的とした省エネルギー機器の導入に取り組む。
また、下水処理場における太陽光発電、及び消化ガス発電の導入の検討を行う。

一般廃棄物処理施設の更新に応じた高効率発電設備の導入とともに、資源ごみ等の分別収集・
リサイクル等の再生利用の推進に取り組む。

再エネ電気及び再エネ熱の供給拡大を目指し、再エネ活用モデル構築の支援や遊休市有地等を
活用した太陽光発電、ソーラーシェアリング等に取り組む。（PPA形式等）

エネルギーの面的利用システムの構築を図り、自立分散型エネルギーシステムや地域マイクログ
リッドの構築による省エネと災害に強いまちづくりの推進に取り組む。

エネルギー需要
（家庭）

省エネ建築物に係る普及啓発を行うとともに、ZEH・ZEB の推進を目的とした補助事業に取り組む。

EMS、高効率設備導入のための普及啓発や、国や県の補助事業の積極的な活用に取り組む。

エネルギー需要
（移動・運輸） 物流効率化のための具体的な取組の提案を目的とした物流実態調査や普及啓発に取り組む。

利便性の高い交通システムの整備による公共交通機関の利用促進に取り組む。 

エネルギー需要
（廃棄物・上下水道）

エネルギー供給

需要・供給の複合

地産エネルギーの利用拡大や再エネの共同購入など、地域で連携したエネルギー利活用に取り組む。 

吸収源対策
(カーボンオフセット)

人工林を間伐等により適切に管理し、森林による吸収源対策を行う。

59.4
千t-CO 2

（千t-CO2） 

-

C
O
2

排
出
量（
千
t-

C
O
2

／
年
）

脱炭素シナリオの
実現に必要な施策に関する構想

Part❺


